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42.世界遺産を観光資源とした観光産業の実態とその課題に関する研究
―中国・麗江旧市街地における観光関連店舗の経営実態分析―

The Actual Situation ofthe To面sm lndustry based on the VVOrld Hentage and its Problems
―An Analysis ofthe Shopkeepers and the Running Condition ofthe Souvenir Shops in Liiiang,China――

山村高淑
Ⅲ
・城所哲夫

・
。大西 隆

Ⅲ

Takayoshi Yamamura,Tetsuo Kidokoro and Takashi Onishi
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1 研 究の目的と方法

1-1 背景と目的

近年、多くの世界遺産都市において、世界遺産登録に

より急激に観光客が増加し、その社会的 。文化的インパ

クトに地域が十分に対応できない恐れがあることが指摘

されている °。特に保護建築の商業利用は、遺産を見代

に適応した形で利用し続けるという点で重視される手法

ではあるのだが(0、地域社会が主体性を発揮できないた

めに、外部資本の流入を招き、従来の住民が歴史地区を

離れてしまうという現象が報告されている°。こうした

状況を受けユネスコは、物理的保存だけではなく、それ

を取り巻く地域の社会的 。文化的環境を含め、適切に文

化遺産の全体性を保存することの重要性を指摘、それを

可能とする地域社会の主体性を求めている。°。

以上の背景から、本研究では世界遺産である中国雲南

省 ・麗江の旧市街地について、地域の社会的 。文化的環

境を含めてこれを適切に保存するという観点から既存の

観光産業を見た場合、どのような問題点及び課題がある

かを明らかにすることを目的とする。

1-2 方法

本研究は研究対象地として、世界文化遺産である雲南

省麗江県大研鎮 (以下 「麗江」)旧市街地における店舗建

築を取り上げ、既存の地域社会と流入人口の両者が如何

に観光産業に関わつているかを分析することで、観光産

業の問題点を明らかにすることを試みる。そのために本

稿では、まず業種、経営者属性に着目し、観光関連業種

の増加実態を明らかにした上で、店舗所有形態、販売物

の地域性に着日、従来の住民及び流入人口が観光産業の

隆盛化に関わる構造について考察する。そしてこれらを

踏まえ、既存の観光産業の問題点・課題を明らかにする。

なお麗江は、歴史的に少数民族のナシ族が居住してき

た都市であり、彼ら特有の社会 ・文イビを有してきたとい

う点で、観光産業の隆盛化により地域社会や文化が受け

るインパクトを顕著に見て取れると考えられ、上記の問

題意識に立脚した研究の対象として適切であると考える。

1-3 関連研究と本研究の特色

こうした世界遺産都市と観光産業との関係性につい

て、ユネスコ等国際機関では多くの議論がなされてきた

が、実地調査に基づく具体的研究の蓄積は少ない。代表

的なものにユネスコのアジア・太平洋地区事務所による

遺産管理と観光のあり方に関する調査121がぁるが、基礎

的な統計調査と問題提起にとどまつており、地域の観光

産業の実態を明らかにするまでには至っていない。一方、

地域社会が受けるインパクトについては、文化人類学分

野が先駆的に研究をしており、特定民族の伝統文化に着

日、観光客との接触に伴う文化の変容や再創造過程を民

族誌として記録している0。また国内の建築 ・都市計画

分野においても、近年若千の研究がなされ始めており、

例えばベ トナムのホイアンでの観光関連業種の増加に伴

う景観変容のコントロールを扱つた内海 ・友田らの研究
0がある。これら研究はいずれも地域社会の主体性に着

目してはいるが、既存の観光産業の問題点について十分

な考察がなされているとは言えない。

本研究は、こうした研究と問題意識を共有するもので

あるが、①店舗を対象とした実地調査に基づき、業種、

経営者属性に着日、観光産業の実態を明らかにした上で、

*正 会員 東 京大学工学系研究科都市工学専攻 (U.ofTokyo)
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②地域性という面からそれぞれの店舗経営者がどう観光

産業に関わつているかに着目し、既存の観光産業の問題

点を検討する点において独自性を有すると考える。

2 調 査・分析の枠組み

2-1 麗江旧市街地の概況と調査対象地区の選定

麗江旧市街地は1997年12月、住宅建築とその集合体と

しての歴史的市街地を評価の対象として、ユネスコによ

り世界遺産リストに登録された。現在保全の対象となっ

ているのは、4,156戸の木造住宅が密集し、14,477人が居

住する旧市街地部分350 2haである。なお旧市街地におい

ては、既存建築の厳しい外観規制が行われ、修改築の際

には景観ガイ ドラインが厳格に運用されている142.

本論文では、この旧市街地のうち、歴史的にも市街の

中心交易広場である四方街を中心とした東西約200m×

南北約230mの範囲を調査対象地区と設定、この地区に存

在する全ての商業店舗建築を対象とした(図-1)。なお調

査対象店舗については、本来 1戸であつた部分を細分化

しての使用や、逆に本来複数戸であった部分の壁を取り

除いた連続使用の例が多く見受けられるため、本研究に

おいて店舗1軒とは、隣接する店舗と何らかの形で区分さ

れ、一つの独立した経営者により使用されている建築部

分と定義する。

2-2 調査の概要

本研究では2000年 4月から6月にかけ、以下の手順に

したがい実地調査を行つた。

①まず市街地地図を作成。対象地区に286軒の店舗を確

認、これを調査対象店舗とした。②続いて業種把握のた

めの実地確認調査を行つた。調査では対象店舗 286軒全

てについて業種の詳細 (一般業種 。観光業種の別、商品

類型)を 確認。③その上で、店舗経営者属性を把握する

ため、対象店舗 286軒の経営者 (自営店舗については経

営者、企業については窓口担当者)全 てに対して、一戸

ずつ直接面接方式により聞き取り調査を行つた。その際、

経営者属性に関する主な質問項目として、戸籍区分、民

族、出身地、転入時期、店舗開店時期を、店舗建築に関

する項目として、持家 ・借家の別、家賃等を確認した。

なお観光関連業種の増減や社会制度等については現地

で入手可能な統計資料や記録が非常に少ないため、行政

や住民へのヒアリングにより資料の補足を行つた。

3.店 舗並びにその経営者の分類

3-1 観 光業種への店舗の変容過程

現地調査の結果確認された店舗の業種とそれぞれの戸

数を表-1に示す。業種分類については、まず以下の基準

に基づき、観光業種、一般業種の2種に区分した。
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観光業種 :サービスの提供対象、物品の販売対象とし

て、観光客を想定している店舗。複数業種を兼業する場

合、主業種として観光客対象の商業行為を行う店舗。
一般業種 :同じく対象として、一般住民を想定してい

る店舗。あるいは理髪店や食料雑貨販売店のように不特

定多数の顧客を想定した店舗。

更にその営業内容により、物販・サービス業、飲食業、

宿泊施設に細分類している。なお図-1はその結果を地図

上に示したものである。

その結果、全店舗中 66.1%が観光業種であり、一般業

種の約 2倍存在していることがわかる。なお史料によれ

ば、歴史的にも旧市街地中心部には店舗が多かつたこと

が記録されているが、そのほとんどが地元住民向けの食

料品や日曜雑貨を販売するものであつたと言われ
157、ぃ

つ頃からこのように観光業種が多くなったのか、当地で

は統計記録が残されておらず、文献による証明は不可能

である。しかし店舗開店時期を見てみると、観光業種 189

軒中 176軒(93.1%)が1995年以降に開店している(図-2)。

現在の店舗が開店する以前の建築用途に関する記録は存

在せず、裏付けの厳密さには問題が残るが、以下のよう

な事由から、1995年前後を境に観光業種が増加し始めた

と見るのが妥当であると思われる。①1995年6月に麗江

表-1 業 種一覧表

縫夕智磐魔譲|:」沢ぞ置基ての部屋をまとめて1軒とした。

(注)2000年6月1日現在

店舗分布現況図図-1
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図-2 店 舗開店時期
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図-3 旅 客入込み数および観光収入の推移

空港が開港。省都 ・昆明とのアクセスが大幅に改善され

た。このことが旅客誘致に大きな効果をもたらしたと考

えられ、これ以降、麗江県への旅客入込み数、観光収入

が急増している点(図-3)、②1997年に策定された 「麗江

大研古城保護詳細計画」で、建築外観規制を行うと同時

に、観光振興を目指し建築内部の現代化や観光目的の商

業利用を奨励している点
0。 なお複数の行政関係者への

聞き取り調査でも一致して同様の見解が得られた
°)。

また 1998～2000年 にかけて開店数が多い点について

は、①1997年 12月の世界遺産登録により知名度が上昇

したこと、②1999年に昆明で世界園芸博覧会
0が行われ

たのに伴い、麗江にもその旅客の
一部が押し寄せたこと、

の2点が大きな背景となり、旅客入込み数が更に増加(図

-3)、これを受けてこの時期に観光業種の開店プームとで

も言うべき状況があつた191と考えられる。

3-2 店舗経営者属性

表-2は、調査対象店舗の経営主体が個人であるか、企

業であるかに着日して業種毎に分類し、更に個人経営者

263主 体については、中国の戸籍制度に基づき、彼らが

所有する戸籍の区分(Ю)に着日、麗江の常住戸籍を有する

ものを常住人口、暫住証(10を有するものを流入人口とし

て区分し、その民族構成を示したものである。全店舗 286

軒のうち9割強の263軒が個人経営であり、うち139軒

(全体の 48.6%)が麗江の先住民族であるナシ族を中心

とした常住人口による経営である一方、124軒(同43.4%)

は漢族を中心とした外部からの流入人口による経営であ

った。また観光業種に着目してみると、民族毎では常住

のナシ族が 41.8%と最多を占めてはいるものの、流入人

口を合計すると 50.郎と過半数に達しており、流入人口

経営者全 124主体中96主体 (774%)力i観光業種を経営

していることと併せて考えると、当地の観光業種の増加

には外部人口の流入が大きく関与していることがわかる。

4 店 舗所有形態と賃貸住宅市場

4-1 店舗所有関係

表-3は個人経営店舗全 263軒について、その建築所有

関係を常住、流入人口の別にまとめたものである。常住、

流入人口共に借家を利用して店舗を経営するものが過半

数を占め、特に流入人口では6割以上が民営借家を利用

している。なおこうした賃貸住宅市場の成立は、1980年

以降、中国政府が経済体制の改革に伴い不動産市場整備

を進めたことによるもので(1め、現在中国全土的に見受け

られる現象である。また聞き取り調査の結果、これら民

営借家の貸主は全て常住のナシ族であり、うち 33.1%が

旧市街地に隣接する新市街地(131に居住していることが

わかつた (表-4)。大研鎮政府が行つた調査
(141に依れば、

1987年から1999年の 13年間で既に 1,527戸、5,001人

の住民が旧市街から新市街地へ転居しているとのことで

あり、これはそれまでの旧市街地住民の約 32.7%が転出

表-3 店 舗所有関係
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表-4 民 営借家を利用した店舗の貸主居住地
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した計算になる。厳密には実際の貸主に確認調査を行う  の 高額な賃貸料に関係している可能性があるが、これら

必要があるが、以上のことを踏まえると、現在観光業種  の 点については不明な点が多く、今後の課題としたい。

として利用されている店舗の多くは、こうした住民が転

出後に賃貸している家屋であると推測され、こうしたナ  5 店 鋪における地域性とその担い手

シ族所有の民営借家を中心とした賃貸住宅市場の存在が、 5-1 販 売物の地域性から見た観光土産店の類型

前章で述べたような流入人口による観光業種の展開を可   表 -5は調査対象地区における観光業種の7割以上を占

能としていることが示唆される。

4-2 店舗の賃貸料

める観光物販 ・サービス店 (以下、観光土産店)145軒

を取り上げ、その商品内容について、地域性があるかど

民営及び公営借家を利用した店舗全 198軒に対し、一  う かに着目して分類したものである。特に麗江の地域性

ヶ月当たりの賃貸料について聞き取り調査を行つた結果、 を 表現しているものを「麗江特産品」、明らかに麗江以外

平均賃貸料は民営借家の場合約 1,036元(約13,500円。  の 特定地域で生産される特産品を「他地域特産品」、生産

中央値=700元)、公営借家の場合約 1,766元 (約24,000  地 は間わず、特定の地域特色を有さないものを 「地域性

円。中央値=1,000元)で あつた。0。これら賃貸料と、床  の 薄い産品」と区分した。更に同表ではこれら店舗の類

面積、家屋の環境の質、立地等との関係性に関する資料  型 毎に、その経営主体の属性をまとめている。

が現地に存在しないため、この数値はあくまで参考値と   そ の結果、麗江特産品を販売している店舗は僅かに全

して踏まえる必要がある。しかしこれらの数値は、一個  体 の3分の 1強を占めるに過ぎず、逆に他地域特産品や

人が店舗建築一軒を賃借する際の家賃に基づいており、  地 域性の薄い産品が多く見られることがわかる。特に翡

雲南省の一人当たりCDPが 4,355元 (約6万円。1998年  翠 を主に販売する店舗が 36軒 (全観光土産店の 24.8%)

現在)9)であることを考慮すれば、この額は一個人が支  と 最も多いが、これらはミャンマーから雲南省南部経由

払う額としてはかなり高額であると考えられる。 で輸入されているもので、麗江の自然環境や文化には全

なお前述の通り、現在旧市街地では既存建築の修改築  く 関係しない。更に経営主体属性に着日してみると、全

に際して景観ガイドラインの運用が行われているが、現  店 舗の6割弱が流入人口による経営であり、特に他地域

状では修改築に対する公的資金補助制度は一切存在せず、 特 産品では経営者の8割強にあたる44主体が流入人口で

これら費用は全て建築所有者負担となつている(161。更に、 あ る。これは観光土産店を経営する流入人口 86主 体の

現地では不動産関連資料が入手不可能なため、本調査で  51.2%に あたり、地域性の無い商品の氾濫が人口流入に大

は明らかにできなかつたが、不動産市場の自由化が進む  き く関連することを示している。このように現状では、

現在、当地区が世界遺産に登録されたり、観光資源とし  他 地域から本来の地域文化とは関係のない製品を持ち込

ての価値が高まつたりしたことで、地代が市場原理に基  む ことで成立する商業主義の観光産業が、流入人口によ

づき高騰している可能性もある。こうした背景が、店舗  り 積極的に展開されていることがわかる(0。

1)2∞0年 6月 1日現在における、その店鶴の主業種たるものを記録した。

縫3鷹轟蓄Ii癬 こ総 、キ星どξ月七I島認況雑駆媛妻耗ι“空難言ヨサ射(注3)麗 江特壼品 :麗江地区で産出あるいは生産されるもので麗江の地域性を良く表 している物品、工芸品など。あるいは一般にE江 で しか入手できない印刷物など。
(注4)他 地域特嵐品 :明 らかに麗江以外の特定地域で生産される特産品で、外部から麗江に持ち込まれて販売されているもの。
(注5)地 域性の薄いま品 :特定の地域特色を有きない、他地域でも販売される大量生産品。

表-5 商 品内容から見た観光土産店の類型と経営者区分

=籠 ■山で壼出する自色の茶亀



観光活動とは「ホスト・グスト間における文化的交流」

である(18Jとぃぅ視点に立てば、ホストの誇れるものをよ

り効果的にグストに表現する必要があると考えられるが、

この点から言えば、現状は、観光関連商品を介した交流

において、グストに対して地域の魅力を伝達する機会が

それだけ少ないという弊害を有していると言えよう。

5-2 商品の地域性と店舗経営者属性

麗江特産品については、その制作、仕入れや販売に関

して常住のナシ族に利点があると考えられ、過半数はナ

シ族を中心とした常住人口の経営である。しかし一方で

4割 強は流入人口の経営であり、特にナシ族の伝統文化

をモチーフとした新興の工芸品である現代トンバ芸術品
。9に比較的多い数の参入が見られ、経営者の約半数 (13

主体)が 流入人口で (表‐5)、うち 12主体は漢族であつ

た(201。聞き取り調査。うに基づけば、1996年前後にナシ

族の工芸家A氏 が、トンパ文字、トンパ画を題材にした

彫刻絵画の制作を開始した。彼の作品は非常に精巧で芸

術的価値も高く、故に高額であつたため、土産品として

の地位は現在もうまく確立できていない。その一方で、

流入してきた漢族の人々は、それまでナシ族文化に全く

接点が無かったものの、商品制作の才に長けているため、

稚拙ではあるが、安価 (1作品 10～20元程度)で かつ土

産品としても面白い商品を作り始めたという。このこと

は、商品化の過程や現在の経営においては流入した漢族

が担う役割が大きいことを示している一方で、本来文化

の継承者となるべき地域社会の側に産業創出の為のノウ

ハウ蓄積が十分でなかつたことを示唆している。
一方、他地域特産品については、店舗数で最多を占め

る翡翠と木工細工は同一店舗で販売される場合が多く、

その経営者は流入人口がほとんどである。更に翡翠・木

工細工の両者あるいはいずれかを販売している店舗計

38軒の経営者のうち福建省出身者が5割 (19主体)を占

めており、特定地域出身者の集中が見られる。この背景

については不明な点も多く今後の課題としたい。
一般土産品については常住、流入人口ともに比較的多

数が参入している。この商品は雲南省の観光地ならどこ

でも日にするもので、広い流通網から比較的仕入れが容

易であると予想され、常住、流入の両人口にとつて開店

し易い業種となつていると考えられる。

なお以上の商品以外については参入者数が少ないこと

もあり、経営者属性に大きな傾向は見られなかつた。

5-3 地域性の無い商品に対する行政の対応

現在、麗江において店舗経営を希望する場合、工商行

政管理局、税務局の許可を受ける必要があるが1221、これ

まで経営者の戸籍による制限や販売物制限等は無かつた。

また旧市街地保護制度も建築景観規制が主で、建築内部

の用途や商品内容に対する規定は無かった。しかし観光

産業の隆盛化の中で、翡翠 。木工細工のような他地域特

産品の氾濫については、県 ・鎮両政府ともに 「旧市街地

の特色に合致せず、観光振興にマイナス」であると認識

しはじめ、1999年 12月から旧市街地中心部での翡翠 ・

木工販売店舗の新規出店を禁止した。一方これと同時に、

麗江特有の手工芸品については奨励していくことを決定、

銀細工並びに現代トンバ芸術品の販売については旧市街

中心部で優先的に営業許可を与えることとなった。しか

し営業許可を優先的に授与するのみで、例えば工芸品作

成に関する技術指導や人材育成、起業家支援など、地域

住民に対する産業支援策は全く採られていない
。9。

6 ま とめ

本研究では、麗江旧市街地中心部の店舗を対象に、既

存の地域社会と流入人口の両者が如何に観光産業に関わ

つているかを把握するため、まずその業種、経営者属性、

店舗所有形態、販売物内容について実態分析を行つた。

その結果をまとめると、以下の3点に要約できる。

1)調査対象地区では 1995年前後から観光業種が増加。観

光業種の増加は外部人口の流入に依るところが大きく、

現在、観光業種の半数以上が流入人口による経営。

2)これら流入人口の6割以上は高額な家賃の民営借家を

利用して店舗を経営している。このことは、ナシ族所有

の民営借家を中心とした賃貸住宅市場の存在が流入人口

の観光産業への参入を可能としていることを示す。

3)観光土産店販売物の約 2/3は地域性が無いか薄い商品

で、経営者の過半数は流入人口である。特に他地域特産

品を販売する店舗の8割強は流入人口による経営である。

地域の固有文化を活かした新商品の創造も見られるが、

その商品化や経営については流入人口が担う役割が大き

い。一方、常住のナシ族は観光業種経営者の約 4割 を占

め、それなりに観光産業への参入が認められるが、行政

による産業支援策も全く採られておらず、産業の創出に

おいて主体性を十分に発揮しているとは言えない。

前述の通り、現在の中国ではある程度の人口移動の自

由もあり、かつ不動産市場も成立している。市場原理に

基づけば、こうした状況下では当然、これら土地や建築

を有効活用できる人間が入居することになる。すなわち

観光業種経営に関して言えば、店舗を開店できる十分な

資本を有し、かつ利潤を上げるノウハウを有している人

間が入居してくることは容易に想像できる。更に行政に

よる地域社会への産業支援策が欠如しているため、当然、

資本及び経験の少ない旧住民より、これらが豊かな流入

人口の方が店舗経営に有利となる。こうした構造が、流

入人口による観光関連店舗の経営率を高くし、旧住民の
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多くに、旧市街地から転出して旧宅を流入人口に賃貸す

ることで家賃収入を得た方が得策であると判断させる大

きな背景となつていると考えられる。

現状ではこうした観光産業への業務特化により、流入

人口が積極的に商業主義の観光産業を展開する一方で、

本来の文化の継承者であるナシ族は観光産業の創出にお

いて主体性を十分に発揮できていない。そしてその結果、

多くの観光産業の内容が、本来の地域の文脈と関連しな

いものになつている。このことはホスト・グスト間の交

流という点から見て、観光商品を介した地域の魅力伝達

がうまくできていないという問題を有している。

以上を踏まえると、本地区の既存の観光産業について、

以下のような今後の課題を指摘することができよう。

まず市場原理に基づいたプランニングを旧市街地保護

政策に含める必要があろう。つまり、保護建築の高い経

済的価値、高額な賃貸料に地域社会が対応できるような

地域産業を育成していく必要がある。そのためには、地

域産業育成支援策、具体的には人材育成や工芸品を商業

べ,ス にのせる為の指導、起業家向け資金援助制度等の

整備が課題となろう。こうした政策により、既存の組織

やネットワークが活用され、本来の地域の文脈を活かし

た産業創出の試みが活発化すれば、観光活動が、地域の

魅力伝達や、遺産における本来の文化の継承に貢献する

ことも可能となると思われる。

更に流入人口についても、今後、彼らの資本やノウハ

ウを生かし、如何に観光活動におけるホストとして、地

域の魅力伝達に関わつていけるかが重要な課題となろう。

以上、本稿は旧市街地中心部という限られた範囲を対

象とし、かつ限られた指標に基づき分析を行つているた

め、得られた知見は限定的なものとして捉える必要があ

るが、旧市街地を適切に保存する為には、遺産の物理的

側面の保存のみに重点を置いた現行の建築規制だけでは

不十分であり、地域社会構造を含めた全体としての遺産

保護を考える必要があることを強く示唆するものである。

今後は店舗以外における観光活動にも着目し、上述した

ような今後の課題において活用されるべき既存のネット

ワークや組織の把握、活用法の検討も行う必要があろう。

補注
(1)もともとユネスコ等、遺産保護に関わる国際機関では、国際観光は

'議覇禦藝鐸爾轟鱗壁%。
鷲馬謂惑曹婆漂裁?“

等がまとめられている。

ね鐘嚢覇驀轍講準
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延長が再審査により可能。なお常住戸籍登録地の変更は厳しく制限さ
れているため、彼らが麗江の常住戸籍を得ることは非常に難しい。鷹
江県公安局(20006)、大研鎮政府(200011)でのヒアリング調査による。
(12)1983年、国務院は「城市私有房屋管理条例Jにおいて私有住宅建築

1躍
。
色縞窪縣 朧 靭 ! "り

ヽ

(13)1985年から旧市街地に隣接して建設されており、全体計画面積は
約 15k nfで、2000年6月現在、約2万人の人口が居住している。
(14)1999年9月、大研鎮政府が、管轄下の各地区の居民委員会(日本
の自治会に相当)所有の統計を集計した色
(15)民営借家 139軒中 127軒 (91%)、公営借家59軒中50軒 (85%)か
ら有効な回答が得られた。なお、それぞれの基本統計量は以下の通り
であつた。最頻値 :民営=1,0∞元、公営=1,000元、標準偏差 :民営
=10417元 、公営=21040元。
(16)魔江県城建局、旧市街地住民への聞き取り調査による。(2000_6)
(17)政府担当者によれば、注(11)に示したように、戸籍制度上、流入
人口は常住戸籍所在地以外に永住することは難しいという背景から、
多くの経営者が、景気の良い観光地で稼ぎ、その場所がだめになれば
また別の地域へ転出していく傾向にあるとのことであった。この点も、
流入者による観光産業が商業主義に向かう一因になっていると考えら
れる。鷹江県公安局(2000.6)でのヒアリング調査による。
(18)文献 H)な ど、観光学 (特に観光人類学)分 野における定義.
(19)ナシ族の伝統芸術であるトンパ文字あるいはトンパ画を現代的に
アレンジしたもの。制作者のall意により多様な素材の表面に作画・彩
色が施される。店舗はその場で制作・販売を行う工房の形をとる。なお
トンパ丈字とはナシ族固有の象形文字、 トンパ画とはナシ族独自の宗
教・トンパ教における宗教画を指す。
(20)常住 ・流入人口の構成は以下の通りであつた。常住人口:ナシ族
12人、漢族 2人。流入人口:漢族 12人、ナシ族 1人。
(21)徐五一氏他、複数の経営者へのヒアリング調査による。(20006)
(22)それぞれ「工商戸営業執照J「税務登記証Jの発行を受ける。
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